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地球の温暖化に疑う余地は無い

気象庁データより
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気温上昇に
疑いの余地は無い



選べば未来は変えられる

JCCCAウェブサイトより
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現在程度の
対策を続け
た場合

最大限の対
策をとった

場合



IPCC とは？
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気候変動に関する政府間パネル

( Intergovernmental Panel on Climate Change )

世界中の科学者による気候変動の原因や影響等の論文について
検討し評価する国際機関（参加国195か国）

第1作業部会報告書

気候システムと気候変動
の自然科学的根拠につ

いての評価

第2作業部会報告書

気候変動に対する
社会経済と自然システ
ムの脆弱性、気候変動
の影響、適応策の評価

第3作業部会報告書

温室効果ガスの
排出削減など気候変動
の緩和策の評価

統合報告書



IPCC第５次報告書までの流れ
第１作業部会 12

発表年
人間活動が及ぼす
温暖化への影響についての評価

第１次報告書 1990年
「気温上昇を生じさせるだろう」
人為起源の温室効果ガスは気候変化を生じさせる恐
れがある。

第２次報告書 1995年 「影響が全地球の気候に表れている」
識別可能な人為的影響が全球の気候に表れている。

第３次報告書 2001年
「可能性が高い」（66％以上）
過去50年に観測された温暖化の大部分は、温室効果
ガスの濃度の増加によるものだった可能性が高い。

第４次報告書 2007年

「可能性が非常に高い」（90％以上）
温暖化には疑う余地がない。20世紀半ば以降の温暖
化のほとんどは、人為起源の温室効果ガス濃度の増
加による可能性が非常に高い。

第５次報告書 2013～14年
「可能性が極めて高い」（95％以上）
温暖化には疑う余地がない。20世紀半ば以降の温暖
化の主な要因は、人間の影響の可能性が極めて高い。

気象庁資料より



猛暑は温暖化の影響



どこまでやれば温暖化を止められるか

すでに排
出した量

気温上昇を産業革
命から２℃に抑え
るなら累積排出量
は３兆トンが限度

残りは１兆トン＝
いまのペースで
30年分

IPCC AR5より
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世界は「排出量実質０へ」
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パリ協定の
温度目標

℃
1.5℃



「実質ゼロ」へのスピード感
23

2050 2100



1.5度特別報告書より

1.5℃でもリスクが高く、2℃上昇だともっと高い
1.5℃に抑えるためには2050年頃までに実質ゼロの達成が必要

2055年
CO2排出
実質ゼロ
の場合



1.5度特別報告書より

気候変動対策を、それ単体で考えない。



実質ゼロへの動き

ガソリン車・ディーゼル車の販売禁止へ
フランス・イギリス・オランダ・ドイツ・ノルウェー・インド等の政府や議会
が、近い将来のガソリン車やディーゼル車の販売を禁止する方針を
表明。（中国も規制を開始すると発表。
石油（灯油）による暖房を禁止する国や州も。

建築物は「ゼロ・エネルギー」へ
EUでは、加盟国に対して、公共建物であれば2018年1月から、その
ほかのすべての建物であれば2021年1月から、新築は「ゼロエネルギー
建物」にすることを義務付け。

（日本は、2020年の省エネルギー基準の達成義務化を見送り。
2030年には、新築平均でネット・ゼロ・エネルギー住宅達成が目標）



実質ゼロへの動き
28

■トヨタ自動車 （トヨタ環境チャレンジ2050より）

• 2050年グローバル新車平均走行時CO2排出量を90％削減
• ライフサイクル視点で、材料・部品・モノづくりを含めたトータル
でのCO2排出ゼロ

• 2050年グローバル工場CO2排出ゼロ

■積水ハウス
• 2050年までに住まいからのCO2排出を０に
• 2020年までにZEH割合80％が目標（2016年時点ですでに70％超え）

■他にも・・再生可能エネルギー100％を目指す企業の例
Google（アメリカ）BMWグループ（ドイツ）、GM（米国）、フィリッ
プス（オランダ）、ジョンソン・エンド・ジョンソン（米国）、コ
カ・コーラ・エンタープライズ（米国）、スターバックス（米国）、
ナイキ（米国）、イケア（スウェーデン）、マイクロソフト（米国）
など多数

ネジ１本の生産に
いたるまで、温室
効果ガス排出量を

０に



世界の動き（再エネ）

IEA Renewables Information 2017より作成日本の2030年目標：22～24％

ドイツの2030年目標：50％

世界（先進国）の電力供給
の中心は再エネへと急速に移
行
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地球温暖化問題への関心

87.2％が地球温暖化問題に「関心がある」または
「ある程度関心がある」と回答

環境省「地球温暖化対策に関する世論調査」（平成28年度）より

地球温暖化問題への関心は、すでにかなり高い
（京都議定書以降の普及啓発の成果）



身近な温暖化対策の実践度

短時間でも部屋を離れる時は消灯を心がけている：81％

鍋ややかんでお湯をわかすときは水を適量にしている：89％

冷蔵庫にものを詰めすぎないようにしている：68％

シャワーを使う時は不必要に流したままにしない：74％

環境省「家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査 全国試験調査の結果（確報値）（平成28年）より

身近な温暖化対策は、一定程度実践されている
（京都議定書以降の普及啓発の成果）



長期目標の認知度

長期目標は、名前は聞いたことがある人が約半数
しかし、肝心の「内容」の認知度は１割未満

パリ協定の認知度

地球温暖化対策計画
の認知度

環境省「地球温暖化対策に関する世論調査」（平成28年度）より



温暖化対策へのイメージ 国際比較
37

温暖化対策を「生
活の質を高める」
と捉える日本人は

少数派

日本では、脱炭素社会の受容度が極めて低い
「ポジティブな温暖化対策」のイメージ拡大を！



温暖化対策の共便益（経済）
39
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温暖化対策の共便益（健康）
40

ヒートショックによる死亡リスクは
交通事故の4倍



温暖化対策の共便益（健康）

熱中症死亡者の多くは高齢者
最も多い発生場所は「住居内」

厚生労働省「平成27年我が国の人口動態－平成25年までの動向－より



温暖化対策の共便益（健康）
43



温暖化対策の共便益（健康）

（図：東京都健康長寿医療センター「冬場の住居内の温度管理と健康について」より）

こたつやホットカーペーっとで生活する高齢者より、部屋全体を暖房する高齢者の方が、
活動量が多く、筋力が強い。
断熱性能の高い住宅の普及は、高齢者のいきいきとした生活につながる。



温暖化対策の共便益（低所得者）

森太郎ら（2016）寒冷地のFuel Povertyの実態に関する研究その１ Fuel Povertyの定義と統計データの分析,

日本建築学会大会学術講演梗概集より

低所得者ほど
エネルギーコストの

割合が高い



温暖化対策の共便益（一次産業）

CO2排出
96％削減



いま必要な活動
＝脱炭素社会の受容度を高める

■こまめな省エネを少しがんばれば温暖化を止められるという
誤解を与える啓発活動

■冷暖房を無理して我慢することが美徳というイメージを与える
（＝命を奪う危険性がある）啓発活動

※やってはいけない活動

温室効果ガス排出

実質0
という長期目標

暮らしや地域を

豊か
にするイメージ

共通認識



持続可能な社会とは
64




